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とその後身である総務省統計局によって 1981 年以降 5年周期で実施されて
おり，最後の調査は，2006 年に実施された 6）。
　2009 年「経済センサス─基礎調査」も，総務省統計局によって 2009 年 7































 2） 1996 年調査以降の名称。1991 年以前の調査の名称は「事業所統計調査」。
 3） 2011 年 12 月中旬現在冊子体の集計報告書が発行されていないので，本稿の考
察はインターネット上で公表された集計を利用したものである。
 4） 総務省統計局（2011b）。
 5） 売上高などの経理項目を持つ「経済センサス─活動調査」が 2012 年 2 月に実
施される予定である。
 6） 5 年周期の中間年の 1999 年と 2004 年に簡易調査が実施されている。
 7） 1981 年調査・1986 年調査・1991 年調査・1999 年調査の基準日は 7 月 1 日，
1996 年調査・2001 年調査・2006 年調査の基準日は 10 月 1 日，2004 年調査の
基準日は 6月 1日であった。
 8） 1999 年調査は「商業統計調査」と，2004 年調査は「商業統計調査」・「サービ
ス業基本調査」と共通の調査票に調査項目を掲載する方法によって実施された。
















 12） ③の方式は，傘下に支所を 10 以上持つ企業の本所事業所が対象として想定さ
れていた。
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 13） 総務省・都道府県・市区町村による直轄調査対象企業 15007 社のうちインター
ネットによって回答した企業は 40％であった。経済センサス─基礎調査に関す
る研究会（2011）
 14） ①の方式で使用される調査票の事業所への配布期間は 6月中旬以降，回収期間
は 7月末までと計画されていた。秋田市（2009）なお，この実地調査の期間に
おいて調査員の活動を妨げる自然災害などは特に報告されていない。






















約 24％に達しており，廃業率も 30％を超えていた。2009 年「経済センサス




















































－ 3 には，「外見上一般の住居と区別しにくい事業所」数の 1981 年～ 2006
年調査における実数の推移と 2006 年調査が把握した地域別・業種別の事業
表 2－ 2　支所・支社・支店の比率 1）
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所総数（「事業内容等不詳の事業所」を除く）に占める比率を示した。この






























































共団体が設けた事業所 12）（図 2－ 1では省略）が存在する。









 1） 「複合サービス事業」に属する事業所も新設率・廃業率が高いが，2009 年に把
握された約 3.9 万か所のうち約 2.4 万か所を占める郵便関係の事業所の変動に
よる影響が大きい。
図 2－ 1　事業所を対象とする全数調査における民営事業所の把握状況










 6） 「派遣・下請従業者のみの事業所」は 2001 年には約 6千か所，2004 年には約 7
千か所，2006 年には約 6千か所であった。
















 12） 独立行政法人が設けた事業所は，2006 年調査以降民営事業所に含まれている。















事業所」数の推移を示した。2001 年調査では約 14 万，2004 年調査では約
19 万，2006 年調査でも約 18 万であった。この区分の事業所数は 2009 年「経




数に対する発生率が高い上位 21 府県・政令指定都市（発生率 5％以上）を，
表 3－ 3 には同じく発生率が高い 22 区町村（発生率 10％以上）を示した。
都道府県別にみると大都市所在都県の発生率が高く，区町村別にみると大都
市の中心部の区の発生率が特に高い。このような傾向は，「事業所・企業統
計調査」の 2001 年調査・2004 年調査・2006 年調査にもみられる。すでにみ
たように大都市中心部の市区では事業所の新設率・廃業率がともに特に高
表 3－ 1　調査結果に「不詳」が発生した民営事業所数
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ければならないという問題もある。表 3－ 3 に示した区町村の約半数では



















表 3－ 4　事業所数が 100 以上減少した町丁と所在行政区の事業所数の変動










1991 年以前の調査では数百件であったが，1996 年調査では 1万件を超え，
2001 年調査には約 6.1 万件まで増えた。2006 年調査では約 4.2 万件（「事業
内容不詳」を除く民営事業所総数の約 0.7％に相当）とやや減少したものの，
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てみよう。表 3－ 7 には，「支所」のうち名寄せが可能であった事業所の比
表 3－ 8　本所の所在地が不詳である支所事業所の業種
表 3－ 7　支所からみた名寄せ可能率




2006 年調査では約 75％であった。2009 年「経済センサス─基礎調査」の結




る事業所は上述のように全体の約 16％（約 19.3 万）に達しており，各大都
市，とくに中心部において高率となっている。産業大分類別にみると，「卸
売・小売業」（事業所数約 6.5 万）・「宿泊業，飲食サービス業」（同約 3.3 万）・
「製造業」（同約 2.1 万）・「生活関連サービス業，娯楽業」（同約 1.9 万）・「建




 1） 2006 年調査において「事業内容等不詳の事業所」の比率が 8％以上であった市
区は，横浜市中区 17.9％・東京中央都区 15.9％，大阪市北区 12.3％・同淀川区
12.1％，横浜市西区 9.9％，大阪市西区 9.3％，東京都豊島区 9.0％，川崎市川崎
区 8.3％，横浜市港北区 8.0％，京都市中京区 8.0％，大阪府高槻市 8.0％，川崎
市高津区 8.0％などであった。
 2） 同様の事情から，すべての分類の飲食店が 1992 年調査を最後に商業統計調査
の対象外となった。






の食品衛生営業施設数は，大部分の地域において 2006 年度末～ 2009 年年度末
には増加または微減となっている。

























　「事業所・企業統計調査」の 2001 年分・2006 年分についての男女別「非
農林漁業従業者」の結果は，2001 年分の女性を除いて「労働力調査」の結
果を 3％～ 6％下回っている（2001 年分の女性だけは「労働力調査」の結果
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表 4－ 1　非農林漁業従業者数（就業者数）の労働力調査との対比























「製造業」（差 57 万人）において少なく，「卸売・小売業」（差 125 万人）「宿
泊業，飲食サービス業」（差 76 万人）における把握数が多い。同じく女性で
は「経済センサス─基礎調査」による把握数は「宿泊業，飲食サービス業」（差












 1） 2001 年 9 月分・2006 年 9 月分・2009 年 6 月の「労働力調査」の結果は総務省
統計局（2011a）から引用した。
 2） 2007 年 10 月に実施された「就業構造基本調査」の結果によれば，「副業」に従
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2009 年 4 月から 2010 年 3 月末までの 1年間に事業年度末を迎えた法人が提
出した確定申告書に基づくものである 1）。年度内に生じた企業数の変動も考
慮しなければならないが，各年度の企業総数は，2000 年度から 2009 年度を
みる限り約 253 万社～約 262 万社という比較的小さな範囲でしか変動してい
ない 2）。したがって，2009 年度の「国税庁による把握数」は「経済センサ
ス─基礎調査」の実施時期である 2009 年 7 月に実際に活動していた法人数
に近いとみなしてよいのではないかと考えられる。





の約 69％から 2006 年の約 58％まで低下傾向にあったが，2009 年「経済セ
ンサス─基礎調査」の場合は 1996 年と同じ水準まで回復している。
　しかし，「会社標本調査」の母集団企業数との差は資本金規模が小さい企


























年 9 月現在約 225 万社とし 7），帝国データバンク社は企業コードを付与した










表 5－ 3　産業別「不詳｣ 発生状況
















 1） 2009 年 4 月 1 日から 2010 年 3 月 31 日までの間に終了した調査対象法人の各事
業年度（この間に事業年度が 2回以上終了した法人にあってはその全事業年度）
表 5－ 4　企業項目の不詳
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を対象として，2010 年 7 月 31 日現在でとりまとめている。税務署に提出され
た対象事業年度分の法人税の確定申告書等に基づいて作成されたものである。
調査対象の範囲は株式会社（旧有限会社を含む。）・合名会社・合資会社・合同
会社・協業組合・特定目的会社・企業組合・相互会社・医療法人 261 万 7064
法人である。このうち企業組合（1748）・相互会社（6）・医療法人（46101）を
除く法人数は，約 256.9 万社である。国税庁（2011）
 2） 「会社標本調査」の対象期間は，2006 年にそれ以前の「2月～翌年 1月」から「4
月～翌年 3月」へ変更されたが，この変更による企業総数の相違は約 400 社に
すぎなかった。
 3） 国税庁（2011）によれば，2009 年度についての法人による消費税の納税申告件
数（2010 年 6 月現在の申告）は，194 万 0817 件となっている。消費税の納税
申告を行わなかった法人を含めると，2009 年度には 200 万社以上の法人が活動
していていたと考えられる。2009 年度にはこのほかに個人事業者による納税申
告件数が 139 万 1202 件記録されている。
 4） 「法人企業統計調査」の対象企業名簿に登録されている企業数を指す。
 5） 2010 年 3 月 31 日を基準日として実施された「経済産業省企業活動基本調査」























　以下のうちインターネット・サイトに収録されている文書は，2011 年 12 月に収録
を確認したものであり，そのうち新聞記事は日本経済新聞デジタルメディア社「日経












































2009 年 6 月 23 日付
毎日新聞社（2009a）「北九州市：事業所名簿 4社分を紛失／福岡」『毎日新聞　地方版』
2009 年 6 月 30 日付
西日本新聞社（2009）「熊本県／ 23 事業所名簿を調査員一時紛失　県 09 年経済セン





新聞』2009 年 7 月 2 日付朝刊
産業経済新聞社（2009b）「経済センサス基礎調査員，またリスト紛失」『産経新聞
大阪朝刊』2009 年 7 月 2 日付
読売新聞社（2009b）「総務省の経済調査，53事業所分名簿紛失　京都市の調査員＝京都」
『大阪読売新聞』2009 年 7 月 4 日付朝刊
愛媛新聞社（2009a）「経済センサスでかたり調査員？愛南で未遂事例」『愛媛新聞』
2009 年 7 月 4 日付
読売新聞社（2009c）「紛失名簿見つかる　総務省の経済調査＝京都」『大阪読売新聞』
2009 年 7 月 7 日付朝刊
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産業経済新聞社（2009c）「経済基礎調査員　またリスト紛失」『産経新聞　大阪朝刊』
2009 年 7 月 7 日付
読売新聞社（2009d）「経済調査票持ち去り＝愛媛」『大阪読売新聞』2009 年 7 月 14 日
付朝刊
愛媛新聞社（2009b）「経済センサス調査票持ち去り　宇和島で事案発生」『愛媛新聞』
2009 年 7 月 14 日付
毎日新聞社（2009b）「個人情報：調査票や名簿を盗難─北九州市／福岡」『毎日新
聞　地方版』2009 年 7 月 18 日付
読売新聞社（2009e）「北九州市担当者，車上荒らし遭う　八幡西の事業所調査名簿盗難
＝北九州」『西部読売新聞』2009 年 7 月 18 日付朝刊
毎日新聞社（2009c）「個人情報：国の統計調査票 1枚，米子で紛失／鳥取」『毎日新
聞　地方版』2009 年 7 月 30 日付
読売新聞社（2009f）「県，統計調査票を紛失＝鳥取」『大阪読売新聞』2009 年 7 月 30
日付朝刊
日本海新聞社（2009）「経済センサス調査票を紛失　調査員が 1社分」『日本海新聞』
2009 年 7 月 30 日付
読売新聞社（2009g）「経済調査書類，笹尾川で発見　車上荒らし被害＝北九州」『西
部読売新聞朝刊』2009 年 8 月 4 日付
東京商工リサーチ（2009）「全国創業 100 年超え企業の実態調査」東京商工リサーチ
サイト（http://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/2009/1199565_1623.html）
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厚生労働省（2011）「厚生労働統計一覧」厚生労働省サイト
  （http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/index.html）
経済センサス─基礎調査に関する研究会（2011）「平成 21 年経済センサス─基礎調査
今後の主要検討課題について」総務省統計局サイト
  （http://www.stat.go.jp/info/kenkyu/ecensus/pdf/1-3.pdf）
総務省情報通信政策局（2011）「通信利用動向調査」総務省サイト
  （http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05b3.html）
